
 
別記様式１ 

 

質問書 

 

業 務 名  

会 社 名  

住    所  

担 当 者 部署名：           氏 名： 

担当者連絡先 
ＴＥＬ：           ＦＡＸ： 

Ｅ-ｍａｉｌ： 

質 問 事 項 

 

 



 
（別紙） 

 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

 当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記事項について、企画書

等の提出をもって誓約いたします。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることと

なっても、異議は一切申し立てません。 

  また、官側の求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの（生年月日を

含む。）。ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職名、氏名及び生年月日

の一覧表）及び登記簿謄本の写しを提出すること並びにこれらの提出書類から確認できる

範囲での個人情報を警察に提供することについて同意します。 

 

記 

 

１．次のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。 

（１）契約の相手方として不適当な者 

  ア 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法

人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）

の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している

者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団

員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

  イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

  ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

とき 

  エ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

（２）契約の相手方として不適当な行為をする者 

  ア 暴力的な要求行為を行う者 

  イ 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

  ウ 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

  エ 偽計又は威力を用いて会計課長等の業務を妨害する行為を行う者 

  オ その他前各号に準ずる行為を行う者 

 

２．暴力団関係業者を再委託又は当該業務に関して締結する全ての契約の相手方としませ

ん。 

 

３．再受任者等（再受任者、共同事業実施協力者及び自己、再受任者又は共同事業実施協

力者が当該契約に関して締結する全ての契約の相手方をいう。）が暴力団関係業者であ

ることが判明したときは、当該契約を解除するため必要な措置を講じます。 

 

４．暴力団員等による不当介入を受けた場合、又は再受任者等が暴力団員等による不当介

入を受けたことを知った場合は、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うとともに、

発注元の契約担当官等へ報告を行います。 

 



（別添様式２） 
 

令和 ６年  月  日 
 
 
  近畿地方環境事務所総務課長 殿  
 
 
                 所   在   地 
                                  商 号 又 は 名 称 
                                  代表者役職・氏名                
 
 

令和６年度気候変動適応地域づくり推進事業近畿地域業務に係る 
企画書等の提出について     

 
 
 標記の件について、次のとおり提出します。 
 なお、企画書等の提出に当たり、暴力団排除に関する誓約事項に誓約します。 
 
１ 企画書 
 
２ 経費内訳書 
 
３ 会社概要等 
 
４ 競争参加資格審査結果通知書の写し 
 
 
 
 

(担当者等) 
所属部署： 
責任者名： 
担当者名： 
TEL/FAX： 

E - m a i l： 
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（別紙様式Ａ） 

 

業務に対する理解度 

 

 本業務に関係する３つ（暑熱対策分科会、お茶対策分科会、ゲリラ豪雨対策分科会）の

広域アクションプランに対する理解度を審査するので、近畿地域における効果的な気候変

動適応策の推進に対する専門的知見について記述すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※）本様式はＡ４版２枚以内とする。 
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（別紙様式Ｂ） 

 

業務の実施方法等の提案 

 

１． 業務の骨子３（１）１）熱ストレス増大により都市生活で必要となる暑熱対策の実施

方法や実施内容 

広域アクションプランに基づく業務の実施方法や実施内容を具体的に提案すること。 

 

 

 

 

２．業務の骨子３（１）３）局地的大雨による市街地水災リスク増大への適応の実施方法

や実施内容 

広域アクションプランに基づく業務の実施方法や実施内容を具体的に提案すること。 

 

 

 

 

３．業務の骨子３（２）「気候変動適応策の推進のための普及啓発活動」の「民間企業を

対象とした気候変動影響に関する研究会」において取り扱うテーマや招集予定の民間企

業 

「民間企業を対象とした気候変動影響に関する研究会」において取り扱うテーマや招

集予定の民間企業を具体的に提案すること。 

 

 

 

 

４．業務の骨子３（３）気候変動適応近畿広域協議会・意見交換会・分科会等の開催・運

営方法及び候補となるアドバイザー、有識者 

広域協議会、意見交換会及び分科会を効果的、効率的に運営し、議論の活性化を図る

ことを目的とした運営方法、及び候補となるアドバイザー、有識者の役割分担等につ

いて具体的に提案すること。 

 

 

 

 

 アドバイザー、有識者（予定） 

氏名 所属・役職 専門分野 備考 

    



 - 3 - 

    

    

    

    

    

※過去に他の業務等で貴社（貴団体）から検討委員等として嘱託したことがある委員

については、備考欄に「既」と記載する。 

 

 

注 本様式は全項目合計でＡ４版１５枚以内に記載すること。 
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（別紙様式Ｃ） 

 

業務全体の実施フロー 

 

 

時 期 

 

業 務 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 本様式はＡ４版１枚に記載すること。 
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（別紙様式Ｄ－１） 

 

業務実施体制（配置予定管理技術者） 

管理技術者 

氏  名  生年月日  

所 属 

役 職 

 

 

経験年数（うち本業務の類似業務の従事年数） 

       年（       年） 

 学 歴 

（卒業年次/学校種別/専攻） 

 

 

従事技術分野の経歴（直近の順に記入） 

１）                 年  月～  年  月（ 年 ヶ月） 

２）                 年  月～  年  月（ 年 ヶ月） 

３）                 年  月～  年  月（ 年 ヶ月） 

主な手持ち業務の状況（手持ち業務の総数： 年 月 日現在   件） 

業 務 名 発 注 機 関 履行期間 契約金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な業務実績 

業務名   契約金額  

発注機関   履行期間  

○業務の概要 

 

 

 

 

保 有 資 格 

○主な資格（技術士など） 

 

 

注１ 本様式はＡ４版１枚に記載すること。 

注２ 手持ち業務は、契約金額が５００万円以上の業務を対象とし、受注決定後未契約の

ものがある場合は、参考見積金額を契約金額と想定するものとすること。 
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（別紙様式Ｄ－２） 

 

業務実施体制（業務従事者の配置、役割分担等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 本様式はＡ４版１枚以内とする。 

注２ 業務の内容ごとに担当するチームの構成、役割分担、配置予定者の氏名、役職及び

簡単な経歴を記載し、またそのメンバーとした理由を併せて記載する。 

 



 - 7 - 

（別紙様式Ｅ） 

 

過去５年間における気候変動影響評価や気候変動適応関連業務の実績 

 

業 務 名    

発 注 機 関 

（名称、住所） 

 

 

 

 

 

 

（受託企業名）    

（ 受 託 形 態 ）    

履 行 期 間    

業 務 の 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技 術 的 特 徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予定管理技術者の

従 事 の 有 無 

 

 

 

 

 

 

注１ 本様式は、Ａ４版４枚以内に記載すること。 

注２ 業務名は１０件まで記載できるものとする。 

注３ 受託形態の欄には、元請受注か下請受注かの区別を記載すること。 

注４ 業務の概要の欄には、業務内容を具体的かつ簡潔に記載すること。 

注５ 技術的特徴の欄には、本業務に関連する点を記載すること。 

注６ 実績を証明するものとして、元請の場合は契約書写し、下請の場合は注文・請書写

しを添付すること。 
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                                                                   （別紙様式Ｆ） 

 

 

組織の環境マネジメントシステム認証取得等の状況 

 

 （①現在認証中である場合、②現在まで認証を受けたことがない場合又は③過去に認証

を受けたことはあるが現在環境マネジメントシステム等を継続していない場合） 

 

認証の有無： 

 

 

認証の名称：            （認証期間：○年○月○日～○年○月○日 ） 

 

 

注１ 現在認証中である場合、証明書等の写しを添付すること。 

注２ 認証は、事業者の経営における主たる事業所（以下「本社等」という。）にお

いて取得しており、かつ、提案書提出時点において期間中であるものに限る。 

 

（現在は認証期間中でないが過去に第三者による環境マネジメントシステム認証等を

受けたことがあり、現在は本社等において自社等による環境マネジメントシステムを

設置、運営等している場合） 

 

過去に受けていた認証の名称：             

（認証期間：○年○月○日～○年○月○日 ） 

 

 

現在の環境マネジメントシステムの名称： 

 

注１ 過去に認証を受けた証明書等及び現在の環境マネジメントシステム設置、運営

等に係る規則等の写しを添付すること。 

注２ 証明書及び規則等は、本社等において取得し、又は設置、運営等しているもの

に限る。 
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                                                                   （別紙様式Ｇ） 

 

     組織のワーク･ライフ･バランス等の推進に関する認定等取得状況 

 

 

認定等の有無： 

 

 

認定等の名称：          （認定段階：                          ） 

                         （計画期間：○年○月○日～○年○月○日 ） 

 

 

注１ プラチナえるぼし認定、えるぼし認定、プラチナくるみん認定、くるみん認定、ト

ライくるみん認定、ユースエール認定については認定通知書の写しを、女性の職業生

活における活躍の推進に関する法律に基づく一般事業主行動計画（策定義務のない事

業主（常時雇用する労働者が 100 人以下のもの）が努力義務により届出たものに限る。）

については労働局の受付印のある一般事業主行動計画策定届の写しを添付すること。 

注２ くるみん認定については認定等の名称に新基準（改正後認定基準（令和４年４月１

日施行）により認定）のものであるか旧基準（改正前認定基準又は改正省令附則第２

条第５項の経過措置により認定）のものであるか明記すること。 

注３ 認定段階についてはえるぼし認定の認定段階（１～３）を、計画期間については女

性の職業生活における活躍の推進に関する法律及び次世代育成支援対策推進法に基づ

く一般事業主行動計画に示された計画期間を明記すること。 

注４ 本社等において取得しており、かつ、企画書提出時点において認定等の期間中であ

るものに限る。 

注５ 内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認を受けている外国法人については、ワー

ク・ライフ・バランス等推進企業認定等相当確認通知書（内閣府男女共同参画局長の

押印があるもの）の写しを添付すること。 



（別添資料３） 
 

令和６年度気候変動適応地域づくり推進事業近畿地域業務の企画書審査の手順 
 
１ 企画書審査委員会による審査 
  近畿地方環境事務所内に設置する「令和６年度気候変動適応地域づくり推進事業近畿

地域業務に係る企画書審査委員会」（委員は下記のとおり。以下「企画書審査委員会」

という。）において、提出された企画書等の内容について、（企画提案会を実施する場

合は企画提案会実施後）審査を行う。  
 

企画書審査委員会の構成 
 

    委 員 長 近畿地方環境事務所環境対策課   課長     
    委員   近畿地方環境事務所        所長     
         近畿地方環境事務所総務課     課長補佐   
         近畿地方環境事務所環境対策課   課長補佐   
         近畿地方環境事務所環境対策課   専門官    

＊委員長及び委員は、出席が困難な場合は、同じ課の者を代理として出席させるこ

とができる。 
 
２ 企画書等の審査方法 
（１）「令和６年度気候変動適応地域づくり推進事業近畿地域業務に係る企画書等審査基

準及び採点表」（別添資料４）に基づき、各委員ごとに採点する。 
    【採点基準】      ５点満点  １０点満点  １５点満点  ２０点満点 
      ・秀           ５点        ×２          ×３     ×４ 
   ・優               ４点 
      ・良            ３点 
   ・準良       ２点 
     ・可        １点 
      ・不可         ０点 
（２）（１）の採点結果の平均点を算出し、その点数が最も高い者を契約候補者とする。 
（３）平均点が同点の場合、次の基準で契約候補者を選定する。 
    ① 「秀」の数が多い者を契約候補者とする。 
    ② 「秀」の数が同数の場合は、「優」の数が多い者を契約候補者とする。 
    ③  「優」の数も同数の場合は、「良」の数が多い者を契約候補者とする。 
    ④  「良」の数も同数の場合は、委員の多数決により契約候補者を選定する。 
 
３ 契約委員会による契約候補者の確定 
    企画書審査委員会は、選定した契約候補者名及び審査経過を近畿地方環境事務所総務

課長へ報告し、同総務課長を委員長とする契約委員会において契約候補者を確定する。 



（別添資料４） 
令和６年度気候変動適応地域づくり推進事業近畿地域業務に関する企画書等審査基準及び採点表 

 

審査項目 審 査 基 準 配 点 採 点 備  考 
１ 

 

 

 

 

提案事項 

 

 

 

 

本業務に関係する３つ（暑熱対策分科会、お茶対策分科会、

ゲリラ豪雨対策分科会）の広域アクションプランに対する理

解度 

 20 点      点 
 

業務の概要３（１）１）に対する業務提案の適切性  20 点      点 
 

業務の概要３（１）３）に対する業務提案の適切性   20 点      点 
 

業務の概要３（２）１）に対する業務提案の適切性   10 点      点 
 

業務の概要３（３）に対する業務提案の適切性 5 点 点 
 

業務実施工程の妥当性   15 点      点 
 

２ 

 

 

 

実施体制 

 

 

 

管理技術者の能力、実績等   20 点      点 
 

調査従事者の配置、役割分担、能力等   15 点       点 
 

利用できる設備、システム等の適合性   10 点       点 
 

３ 

 

業務実績 

 

過去５年間の類似調査業務の実績   20 点       点 
 

４ 

 

見積価格積算

内訳 
提案内容等に応じた価格の妥当性 
 

15 点 点 
 

積算内訳の妥当性 10 点 点 
 

５ 説明能力 企画提案会における説明能力等   10 点      点 
 

６ 

 

 

組織の環境マ

ネジメントシ

ステム認証取

得等の状況 

事業者の経営における主たる事業所（以下「本社等」という。）

での ISO14001、エコアクション 21、エコステージ、エコ・フ

ァースト制度、地方公共団体による認証制度等の第三者によ

る環境マネジメントシステム認証取得等の有無。ただし、企

画書提出時点において認証期間中であること。 

又は現在は認証期間中でないが過去に第三者による環境マネ

ジメントシステム認証等を受けたことがあり、現在は本社等

において自社等による環境マネジメントシステムを設置、運

営等していること。 

 

   5 点 

 

 

      点 

 

 

 

 

７ 

 

 

 

 

 

 

組織のワーク

･ライフ･バラ

ンス等の推進

に関する認定

等取得状況 
 

 

 

 

 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（以下「女

性活躍推進法」という。）、次世代育成支援対策推進法（以

下「次世代法」という。）、青少年の雇用の促進等に関する

法律（以下「若者雇用推進法」という。）に基づく認定等（プ

ラチナえるぼし認定、えるぼし認定、プラチナくるみん認定、

くるみん認定、トライくるみん認定、ユースエール認定等）

の有無。ただし、企画書提出時点において認定期間中である

こと。 
※複数の認定等に該当する場合は、最も得点が高い区分によ

り加点を行うものとする。 

 
※内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認を受けている外

国法人については、相当する各認定等に準じて加点する。 
 

 5 点 

 

 

 

 

 

 

    点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○ 女性活躍推進法に基づく認定等（プラチナえるぼし認定、

えるぼし認定等） 
・プラチナえるぼし（※1） 5 点 

・えるぼし 3 段階目（※2） 4 点 

・えるぼし 2 段階目（※2） 3 点 

・えるぼし 1 段階目（※2） 2 点 

・行動計画（※3）      1 点 

※1 女性活躍推進法(令和 2 年 6 月 1 日施行)第 12 条に基づ

く認定 

※2 女性活躍推進法第 9条に基づく認定 

なお、労働時間等の働き方に係る基準は満たすことが必

要。 

※3 常時雇用する労働者の数が 100 人以下の事業主に限る

（計画期間が満了していない行動計画を策定している場合の

み）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
○次世代法に基づく認定（プラチナくるみん認定・くるみん

認定・トライくるみん認定） 

・プラチナくるみん認定    4 点 
・くるみん認定（新基準※4）  3 点 

・くるみん認定（旧基準※5） 2 点 

・トライくるみん認定     2 点 

※4 新くるみん認定（改正後認定基準（令和 4年 4 月 1日施

行）により認定） 

※5 旧くるみん認定（改正前認定基準又は改正省令附則第 2

条第 5 項の経過措置により認定） 

 

○若者雇用推進法に基づく認定（ユースエール認定）   

                      4 点 

  合   計 200 点 点  

 

注）1．企画書等において、提出者の外部協力者へ再委任又は共同実施の提案を行う場合、業務 
  における総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分を外部に再委任等してはならず、 
  そのような企画書等は不合格として、選定対象としないことがある。 
  2．積算内訳書において、再委任に係る外注費が見積価格の 1/2 以上である場合は、不適切と 
     して、選定対象としないことがある。 
   
【採点基準】 
        5 点満点の場合  10 点満点の場合  15 点満点の場合  20 点満点の場合 
・秀      5 点          
・優      4 点 

 ・良        3 点              ×2        ×3        ×4 
 ・準良        2 点 
 ・可            1 点 
 ・不可      0 点 
 


